
 

議 第 16 号 

 

国際刑事裁判所の独立性と法の支配を擁護する 

立場を明確にすることを求める意見書（案） 

 

年  月  日 

 

 衆 議 院 議 長 

 参 議 院 議 長 

 内 閣 総 理 大 臣 

 外 務 大 臣 

 

議  長  名 

 

 地方自治法第99条の規定により、下記のとおり意見書を提出します。 

記 

 国際刑事裁判所（以下「ＩＣＣ」という。）は、集団殺害犯罪、人道に対す

る犯罪、戦争犯罪など、国際社会で発生した重大な犯罪について、個人の刑事

責任を追及する常設の司法機関であり、法の支配を支える重要な役割を担って

いる。 

米国のトランプ政権は、ＩＣＣの管轄権に同意していない国の関係者に対す

る捜査や訴追に関与したとして、裁判官や検察官等を相次いで制裁対象とし、

本年８月には、我が国出身の赤根智子所長もその対象に加えた。米国内の資産

凍結や取引制限等を伴うこうした制裁は、対象者の独立した職務遂行に圧力を

与えるものであり、本県議会が重んじてきた平和主義とは相容れない。 

近年の国際社会では、武力による一方的な現状変更の試みや重大な国際法違

反が懸念される事態が続いており、ＩＣＣの果たす役割の重要性が一層高まっ

ていることに加え、我が国はＩＣＣの締約国かつ最大の分担金拠出国であるこ

とから、率先して支援することが求められる。 

 よって、本県議会は、国会及び政府において、ＩＣＣの独立性と法の支配を

擁護する立場を明確にし、その使命の遂行に必要な支援を講ずることを強く要

請する。  

宛 て 


